
株主メモ株式の状況
決算期 毎年3月31日

定時株主総会 毎年6月

基準日 中間配当金　毎年9月30日
期末配当金　毎年3月31日

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

郵送物送付先／電話お問い合わせ先
〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-288-324（フリーダイヤル）
https://www.mizuho-tb.co.jp/

特別口座管理機関の取扱店
みずほ信託銀行株式会社　全国本支店
みずほ証券株式会社　全国本支店

※未払配当金のみ、株式会社みずほ銀行全国本支店でもお取り扱いいたします。

上場証券取引所 東京証券取引所第一部（証券コード7595）

公告掲載紙 日本経済新聞

株式会社アルゴグラフィックス
〒103-0015
　東京都中央区日本橋箱崎町5-14　アルゴ日本橋ビル
　TEL　03-5641-2020（代表）
＜IRに関するお問い合わせ＞
　TEL　03-5641-2018
　E-mail	 ir＠argo-graph.co.jp
※		3DEXPERIENCE、CATIAはアメリカ合衆国、またはその他の国における、
ダッソー・システムズまたはその子会社の登録商標です。
　		その他全ての会社名・製品名・サービスネームは、それぞれ各社の商標	
またはサービスマークです。

COPYRIGHT	ARGO	GRAPHICS	INC.	ALL	RIGHTS	RESERVED.

持株数（株）持株比率（％）

SCSK㈱ 4,740,000 21.79
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 1,216,400 5.59
㈱日本カストディ銀行（信託口） 1,129,400 5.19
MLI	 FOR	CLIENT	GENERAL	OMNI	
NON	COLLATERAL	NON	TREATY-PB 868,200 3.99

BBH	FOR	FIDELITY	LOW-PRICED	STOCK	FUND	
（PRINCIPAL	ALL	SECTOR	SUBPORTFOLIO） 748,860 3.44

STATE	STREET	BANK	AND	TRUST	COMPANY	505224 685,500 3.15
藤澤　義麿 589,000 2.71
㈱日本カストディ銀行（信託E口） 399,400 1.84
STATE	STREET	BANK	AND	TRUST	CLIENT	
OMNIBUS	ACCOUNT	OMO2	505002 367,700 1.69

（注）自己株式（598,954株）は大株主から除いております。また、持株比
率は自己株式を控除して計算しております。なお、当該自己株式数に
は、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」制度の
信託口（㈱日本カストディ銀行（信託E口））が保有する当社株式は含
まれておりません。

株式の状況（2020年9月30日現在）

大株主（2020年9月30日現在）

所有者別株式数の状況（2020年9月30日現在）

発行可能株式総数 85,440,000株

発行済株式総数 22,354,000株

株主数 2,623名

個人・その他
 2,369名 3,760,172株 （16.8%）
金融・証券
 59名 5,527,762株 （24.7%）
国内法人
 22名 5,924,200株 （26.5%）
外国人
 172名 6,542,912株 （29.3%）
自己株式
 1名 598,954株 （2.7%）

会社概要

会社概要（2020年9月30日現在）

役員構成（2020年9月30日現在）

会社名 株式会社アルゴグラフィックス

（英文社名） ARGO	GRAPHICS	Inc.

設立年月日 1985年（昭和60年）2月19日

本社所在地 東京都中央区日本橋箱崎町5番14号

資本金 1,873,136千円

従業員数 510名（連結：1,047名）

取締役
代表取締役 会長執行役員（CEO） 藤澤　義麿
代表取締役 社長執行役員（COO） 尾崎　宗視
取締役 副社長執行役員 中井　隆憲
取締役 常務執行役員 石川　清志
取締役 常務執行役員 藤森　武史
取締役 常務執行役員 長谷部　邦雄
取締役 （社外） 福永　哲弥
取締役 （社外、独立） 井戸　理恵子
取締役 （社外、独立） 伊藤　徳一

監査役
常勤監査役 中村　隆夫
監査役 （社外、独立） 小島　武雄
監査役 （社外、独立） 藤井　孝藏
監査役 （社外、独立） 三木　正志

執行役員
上席執行役員 猪塚　武美
上席執行役員 深田　徹
上席執行役員 木村　俊規
上席執行役員 藤田　博昭
執行役員 中村　隆宏
執行役員 大嶋　真二
執行役員 木原　実
執行役員 高木　淳
執行役員 大笹　吉浩



結もしくは削減の動きも出たことから、売上高は21,106
百万円（前年同期比12.6％減）となりました。営業利益に
つきましては、減収の影響があった一方、外注費の抑制等、
利益率の維持に努めたことから、2,917百万円（同11.7％
減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は
1,963百万円（同12.0％減）となりました。

配当につきましては、株主の皆様の日頃のご厚志に報いる
べく、1株当たり30円の中間配当を実施いたします（通期
では60円を予定）。

新型コロナウイルスの先進国における感染再拡大、新興国
を中心とした感染の急拡大が引き続き世界の経済成長の大
きな制約となっており、わが国についても予断を許さない
ものとなっております。当社グループにおきましては、営
業活動を積極的に行っておりますが、先行きは非常に不透
明であり、感染状況を含めたビジネス環境の変化に適宜対
応しながら、引き続き今後の状況を慎重に見極めてまいり
ます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご
支援を賜りますよう、衷心よりお願い申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社の2020年度第2四半期の事業の概要につきまし
て、謹んでご報告申し上げます。

当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新
型コロナウイルス感染症の急拡大に伴う緊急事態宣言
が約2ヵ月にわたり継続しておりましたが、解除後は
徐々に社会経済活動が緩和され、多様な経済支援策も
打ち出されております。しかし、国内では収束の見通
しが立たず予断を許さない状況であること、また、欧
米を中心に再拡大の兆候が見られ世界経済が引き続き
停滞していることなどから、わが国経済も依然厳しい
状況が続いております。

このような状況下、当社グループでは各社においてそ
れぞれの特長をいかした事業戦略を推進しながら、グ
ループ間の連携も促進することで事業基盤の一層の強
化とビジネスの拡大に取り組んでまいりました。

その結果として、当第2四半期連結累計期間の経営成
績につきましては、リモートによる提案活動またウェ
ビナー形式のセミナー開催等を積極的に行ってまいり
ましたが、従来のお客様先への直接訪問による営業活
動の代替としては浸透度が十分とは言えない状況が続
きました。また、在宅勤務に対応する各種ソリュー
ションへの需要はあったものの、企業業績の見通しが
一層不透明感を増す中、お客様のIT関連支出の一時凍

（注）2019年4月1日を効力発生日として1：2の株式分割を実施、17年3月
期から19年3月期については分割前の実際の配当金額を記載。

通期連結業績予想
売上高 47,500百万円
営業利益 5,750百万円
経常利益 6,000百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 3,900百万円
1株当たり当期純利益 182.63円
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配当金の推移
（円） 期末 中間

経常利益 3,067百万円
（前年同期比 11.1%減）

売上高 21,106百万円
（前年同期比 12.6%減）

親会社株主に帰属する
四半期純利益 1,963百万円
（前年同期比 12.0%減）

営業利益 2,917百万円
（前年同期比 11.7%減）
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2020年12月
株式会社アルゴグラフィックス
代表取締役会長　CEO

株主の皆様へ 連結決算のご報告

PLM事業 EDA事業

売上高  20,191百万円
（前年同期比 13.0%減）

売上高  915百万円
（前年同期比 2.6%減）

自動車関連ビジネスにおい
て、サービス保守関連支出
の一時凍結・削減、IT投資
計画の先送り等の影響が
あったことから、前年同期
に比べ13％減収となりま
した。

低下傾向のデバイス設計
需要の影響を受けた一方、
固定費の大幅な圧縮に取
り組みました。


